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第１条（目的） 

エネルギーエージェントサービス（調達改善）約款（以

下「本約款」といいます。）は、株式会社エナリス（以下

「当社」といいます。）がエネルギーエージェントサービ

ス（調達改善）（以下「本サービス」といいます。）を、

本サービス利用申込者（以下「契約者」といいます。）に

提供するにあたり、サービス内容、契約書の遵守事項な

どを定めたものです。 

第２条（サービスの構成要素） 

１．本サービスは、当社が契約者に対して以下業務を実

施することから構成されます。 

（１）当社のグループ会社であり、かつ、小売電気事業

者である株式会社エナリス・パワー・マーケティング(以

下「ＥＰＭ」といいます。)が、契約者に対して電力供給

を行うときの電気料金等に関する見積取得 

（２）前号に基づき、契約者がＥＰＭと電気需給契約

（以下「本電気需給契約」といいます。）の締結を行うと

きの電気需給契約手続き 

（３）ＥＰＭへの問い合わせ対応 

（４）ＥＰＭへの電気料金等の収納代行 

（５）契約者の電力使用実績データを活用したコンサル

ティング 

（６）その他、当社が定めるサービス 

２．本サービスは、前項に基づき当社が契約者に対して

提供する業務によって、契約者が行う各種の電気需給契

約に関する手続きの負担を軽減することを目的として行

われるサービスです。 

第３条（申込方法） 

１．契約者は、本約款の内容を承諾の上、当社所定の申

込書（以下「申込書」といいます。）に電気を利用する拠

点（以下「サービス拠点」といいます。）その他の必要事

項を記入し当社に提出することで、本サービス利用のた

めの申込みを行うものとします。 

２．当社は、契約者に理由を開示することなく第 4条第 1

項に基づく判断により、当該サービス利用申込みを承諾

しない場合があります。 

３．契約者が申込書に記入した内容に誤りがあったこと

により、契約者に損害もしくは不利益が生じたとして

も、当社は一切責任を負わないものとします。 

第４条（利用契約の成立および契約期間） 

１．本サービスの利用に関する契約（以下「利用契約」

といいます。）は、当社が第 3 条（申込方法）に基づくお

客さまのサービス利用申込みを承諾した時点で成立する

ものとします。ただし、以下のいずれかに該当する場

合、当社は利用申込みを承諾しないか、もしくは承諾後

であっても、承諾の取消を行うことができるものとしま

す。 

（１）契約者が、ＥＰＭへ電気料金の支払いを怠るおそ

れがあると当社が判断した場合 

（２）契約者が、申込み時に当社に提出した情報に虚偽

の事実が含まれていた場合 

（３）その他前各号に準ずる場合で、当社が契約締結を

適当でないと判断した場合 

２．前項により、当社の承諾を受けた契約者は、本約款

の範囲内で、本サービスを利用できるものとします。 

３．本サービスの契約期間（以下「本契約期間」といい

ます。）は、本電気需給契約の契約期間と同じ期間といた

します。なお、本電気需給契約の契約期間が変更となる

場合は、それに合わせて本契約期間も変更されるものと

します。 

第５条（電気料金の収納代行） 

１．当社は、当社がＥＰＭから受領した使用電力量デー

タを元に当社にて算出した値を用いて当社にて請求書を

作成し、契約者に開示するものとします。なお、請求書

の発行日は本電気需給契約に定めるとおりとし、当社が

運営するウェブサイトを通じて請求書を開示するものと

します。 

 

２．契約者は当社が作成した請求書を元に、当社を通じ

てＥＰＭに電気料金を支払うものとします。 

３．契約者から当社への電気料金の支払期日は、本電気

需給契約の定めに従うものとします。支払方法は、原則

として利用契約に定めた支払方法とします。なお、支払

方法が銀行振込の場合、支払手数料は契約者の負担とな

ります。 

４．本条第 1 項にかかわらず、アンシラリーサービス料

金については、契約者と管轄の一般送配電事業者との契

約に基づき、原則として、管轄の一般送配電事業者から

契約者に対して直接請求書が送付されます。この場合、

契約者は当該請求書の内容に従い、当該料金を管轄の送

配電事業者に直接支払うものとします。 

５．本サービスの利用は契約者のＥＰＭに対する電気料

金に関する債務に影響を与えるものではありません。 

第６条（契約者の遵守事項） 

契約者は本サービスの提供を受けるにあたり、以下の事

項を遵守するものとします。 

（１）当社に対し、本電気需給契約締結に関する協議お

よびそれに伴う事務業務を委託すること 

（２）当社に対し、本サービスを実施するのに必要な範

囲で、サービス拠点にて本サービス開始以前に締結して

いた電気需給契約の契約内容を開示すること 

（３）当社に対し、本サービスを実施するのに必要な範

囲で、サービス拠点の電気の使用状況および電気料金に

関する情報、および契約者に関する情報を開示すること 

（４）当社が、本サービスを実施するのに必要な範囲

で、前号で定める情報をＥＰＭに開示することを許容す

ること 

（５）当社が、本サービスを実施するのに必要な範囲

で、書類への記載・捺印等の業務を依頼した場合、可能

な限り速やかに対応を行うこと 

（６）当社に対し、ＥＰＭに対する電気料金の支払業務

を委託すること 

（７）当社に対し、ＥＰＭとの連絡窓口業務を委託する

こと 

（８）その他、当社が契約者に別途通知する事項 

第７条（禁止事項） 

契約者は以下の行為をしてはならないものとします。 

（１）サービス拠点におけるＥＰＭとの契約条件を当社

に通知することなく変更すること 

（２）ＥＰＭと直接連絡を取り、当社を介さずに契約条

件の変更等を協議すること 

（３）当社に対して、虚偽または不正確な情報を提供す

ること 

（４）その他、当社が契約者に別途通知する事項 

第８条（免責事項） 

１．当社は、本サービスに基づき、ＥＰＭの見積取得の

代行、本電気需給契約に関する手続き、電気料金の収納

代行等を行いますが、本電気需給契約の締結は契約者と

ＥＰＭにて行われます。よって、本電気需給契約にて規

定される責任は契約者が負うものとし、当社は一切の責

任を負いません。 

２．一般送配電事業者による電気の供給停止、中止、ま

たは使用の制限、停電、漏電その他の電気トラブルにつ

いては、当社は、契約者の受けた損害について賠償の責

を負いません｡ 

３．契約者が第 6 条（契約者の遵守事項）を遵守しない

ことにより契約者が損害を受けた場合、当社はその損害

について賠償の責を負いません。 

４．天候、天災、伝染病、戦争、暴動、労働争議等不可

抗力によって契約者もしくは当社が損害を受けた場合、

当社もしくは契約者はその損害について賠償の責めを負

いません。 

第９条（契約者が行う解約） 

１．契約者がやむを得ず本契約期間中に利用契約の解約
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を行う場合は、契約者は、原則として解約希望日の 3 か

月より前に当社に対して申出を行うものとします。 

２．利用契約が解約される場合、原則として本電気需給

契約と同時に解約となります。その場合、別途本電気需

給契約の解約の手続きが必要となります。 

３．利用契約の解約日は、原則として本電気需給契約に

おける解約日と同日とします。 

４．解約後の電気の使用のために必要な手続きに関して

は、契約者自身が行うものとします。 

第１０条（当社が行う解約）  

１．当社は、やむを得ず本契約期間中の利用契約の解約

を行う場合は、原則として解約日の 3 か月より前に契約

者に対して申出を行うものとします。 

２．前項の他、当社は契約者がＥＰＭとの電気需給契約

および一般送配電事業者が定める託送供給約款に従い、

契約者の責めにより電気の提供を停止、中止、または使

用を制限され、ＥＰＭまたは一般送配電事業者の定めた

期日までにその理由となった事実を解消しない場合、利

用契約を解約することがあります。なお、この場合に

は、その旨を契約者にお知らせいたします。 

３．本サービスに関係する法令等（条約、憲法、法律、

規則、命令、規制、ガイドライン、条例、許可等を含

む）の変更等により、本サービスの継続が著しく困難と

なった場合、当社は契約者に直ちに事前の通知を行うこ

とで、利用契約を解約できるものとします。この場合に

は、本条第 1 項は適用しないものとします。 

第１１条（契約の解除） 

１．契約者および当社は、相手方が次の各号のいずれか

に該当する場合は、利用契約の一部または全部を解除す

ることができます。なお、当社が利用契約を解除する場

合には、利用契約解除日の 15 日前までにその旨を契約者

に対して書面にて通知します。 

（１）本約款に違反し、相手方から催告を受けたにもか

かわらず、相当期間内に是正をしない場合 

（２）差押え、仮差押え、仮処分、強制執行、競売、破

産、特別清算、民事再生、会社更生その他法的整理の申

立てを受けた場合、もしくは自ら申立てを行った場合 

（３）租税公課の滞納処分を受けた場合 

（４）手形、小切手の不渡り処分、手形取引停止処分を

受けるなど支払停止状態に陥った場合 

（５）合併によらずに解散した場合 

（６）当社に対する債務の履行が 1 回でも遅滞した場合 

（７）ＥＰＭに対する電気料金等の全部または一部の支

払期日を経過してなお支払わない場合 

（８）利用契約によって支払を要することとなった電気

料金以外の債務（延滞利息、工事費負担金その他本約款

から生ずる金銭債務をいいます。）を支払わない場合 

（９）その他財産状況が悪化し、またはそのおそれがあ

ると認められる相当の事由があり、利用契約の履行が困

難になると客観的に認められる場合 

２．前項における当社からの契約解除の通知方法は、原

則として、当社から契約者の登録住所へ当該書面を郵送

することによるものとし、万が一契約者の都合で当該書

面を受領されなかった場合でも、当該書面が当該住所宛

に配達されたことをもって解除通知がなされたとみなし

ます。 

３．第1項各号のいずれかに該当した当事者は、相手方に

対して負担する一切の債務につき期限の利益を失うもの

とし、直ちに債務の全額を一括弁済するものとします。 

第１２条（機密保持） 

１．当社および契約者は本サービスの提供に関連して相

手 方 よ り 開 示 さ れ た 情 報 の う ち 適 切 な 表 示

（「CONFIDENTIAL」「秘」など）により機密である旨明示

された情報について、本サービス遂行の目的以外では使

用せず、相手方の事前の同意なくして第三者に対して開

示しないものとします。ただし、以下の情報については

除外するものとします。 

（１）相手方から開示を受ける前に、正当に保有してい

た情報 

（２）相手方から開示を受ける前に、公知となっていた

情報 

（３）相手方から開示を受けた後に、自らの責に帰すべ

からざる事由により公知となった情報 

（４）当社および契約者が、正当な権限を有する第三者

から機密保持義務を負うことなく正当に入手した情報 

（５）当社および契約者が、開示された機密情報によら

ず独自に開発し、これを客観的に立証しうる情報 

（６）法令または裁判所の命令に基づき開示が義務付け

られた情報 

２．当社は、前項によらず、本サービスの提供に必要な

範囲内で、ＥＰＭおよび当社が定める業務委託先に機密

情報を開示することができるものとします。その際に

は、当社はＥＰＭおよび当該業務委託先に機密保持義務

を遵守させるものとし、ＥＰＭおよび当該業務委託先が

原因で発生した機密情報の漏えいに関して一切の責任を

負うものとします。 

第１３条（個人情報の保護） 

１．当社は、本サービスの提供に際し契約者より取得し

た個人情報を法令および当社が公表する「個人情報保護

方針」に基づき適切に保護するものとします。 

２．当社は、契約者の個人情報を以下の目的で使用しま

す。 

（１）各種サービスの提供のため 

（２）利用契約に基づく契約者管理のため 

（３）請求処理、入金確認、支払の督促等の業務のため 

（４）サービス提供する上で必要な情報等を契約者にお

届けするため 

（５）当社ヘルプデスクにお問い合わせいただいた際の

本人確認のため 

（６）現在ご提供のサービス、新サービス開発に対する

ご意見の聴取のため 

（７）営業活動において、お打ち合わせ、商品ご紹介な

どでご訪問させていただくため 

（８）新サービスの案内および情報提供（広告を含む）

のため 

３．当社は、前項の使用目的範囲内でＥＰＭおよび業務

委託先に契約者の個人情報を開示することができるもの

とします。 

４．当社は、以下のいずれかに該当する場合には契約者

の個人情報を第三者に開示することができるものとしま

す。 

（１）あらかじめ契約者の同意が得られている場合 

（２）法令に基づき開示しなければならない場合 

（３）人の生命、身体または財産の保護に必要があり、

本人の同意を得ることが困難な場合 

（４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を

受けた者が、法令の定める事務を遂行することに対して

協力の必要がある場合であって、本人の同意を得ること

により当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

第１４条（損害賠償） 

当社および契約者は、本約款に定める条項の一つにでも

違反した場合は、相手方に対し、当該違反行為から現実

に発生した通常かつ直接の損害を賠償するものとし、二

次的損害または逸失利益に係る損害については、賠償の

責めを負いません。 

第１５条（権利譲渡の禁止） 

契約者は、本サービスを利用する権利または契約上の地

位の全部または一部を、書面による当社の事前の許可な

く、第三者に対し譲渡、貸与その他の方法で処分または

承継させないものとします。 

第１６条（反社会的勢力の排除） 

１．当社および契約者は、相手方が次の各号のいずれか

に該当する場合、何らの催告なしに利用契約を解除でき

るものとします。 
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（１）暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企

業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴ

ロ、特殊知能暴力集団、その他の反社会的勢力（以下

「反社会的勢力」といいます。）である場合、または反社

会的勢力であった場合 

（２）自らまたは第三者を利用して、相手方に対して、

詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いた場合 

（３）相手方に対して、自身が反社会的勢力である旨伝

え、または関係団体もしくは関係者が反社会的勢力であ

る旨を伝えた場合 

（４）自らまたは第三者を利用して、相手方の名誉や信

用等を毀損し、または、毀損するおそれのある行為をし

た場合 

（５）自らまたは第三者を利用して、相手方の業務を妨

害した場合、または、妨害するおそれのある行為をした

場合 

２．当社および契約者は、前項各号に基づく解除によ

り、被解除者に損害が生じたとしても、一切の義務およ

び責任を負わないものとします。 

 

第１７条（準拠法） 

本約款の成立、効力、解釈および履行については、日本

国法に準拠するものとします。 

第１８条（合意管轄） 

本約款に関し契約者と当社間に生じた紛争については、

東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第 1 審の専属的

合意管轄裁判所とします。 

第１９条（協議） 

本約款に定めのない事項、その他本約款各条項の解釈に

疑義を生じた場合は、その都度契約者と当社で協議のう

え決定します。 

第２０条（存続条項） 

利用契約終了後も、第 12条（機密保持）、第 13条（個人

情報の保護）、第 14 条（損害賠償）、第 17条（準拠法）、

第 18条（合意管轄）、第 19 条（協議）の規定は、なお有

効に存続するものとします。 

第２１条（約款の変更） 

１．当社は、当社の都合により、本約款を独自に変更す

ることができるものとします。約款が変更された後のサ

ービス提供条件は、変更後のエネルギーエージェントサ

ービス（調達改善）約款によるものとします。 

２．当社は、本約款を変更する場合、あらかじめ変更内

容およびその効力発生時期を電子メールによる送信また

はウェブページへの掲載など当社が適当と判断する方法

で契約者に通知するものとし、それ以後契約者が本サー

ビスを利用した時、または本サービスに関連する手続き

を行った時、当該契約者がその内容を承認したものとみ

なします。 

 

 

 


